
東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

特別な場所への設置について 
電気代の節約のための設置・運用方法について 
 
（設置場所が建物から遠い駐車場、機械式駐車場） 
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東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

１．建物から遠い駐車場への設置上の注意点 

原則のルール：１需要場所、１引込 

ユアスタンド社HPより 

◎遠く離れた共用部の分電盤からの引き込みの場合：220万円 
◎近くに立つ電柱からの引き込みの場合：86万円 
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東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

２．建物から遠い駐車場の注意点 

例外：１需要場所、複数引込 
◆特例区域の設置条件  2021年4月～ 
 
次の３条件のいずれかに必要な設備を新たに設置する場合，当該設備が施
設された建物または部分を特例区域等とすることができます。 
(a)防災（災害による被害を防ぐための措置） 
(b)環境性（温室効果ガス等の排出の抑制等のための措置） 
(c)設備の合理性（電気工作物の設置および運用の合理化のための措置そ
の他の電気の使用者の利益に資する措置） 

◆要件 
１．公道に面している等、特例需要場所への一般送配電事業者又は配電事
業者の検針並びに保守及び保安等の業務のための立入り(当該設備の全部
又は一部が壁面等に設置されている場合にあっては当該設備付近への一般
送配電事業者又は配電事業者の立入り)が容易に可能であり、かつ、特例
需要場所以外の原需要場所への一般送配電事業者又は配電事業者の立入り
に支障が生じないこと 
２．原需要場所における他の電気工作物と電気的接続を分離すること等に
より保安上の支障がないことが確保されていること 
３．特例需要場所における配線工事その他の工事に関する費用は、当該特
例需要場所の電気の使用者又は小売電気事業者が負担するものであること
４．特例需要場所を一の需要場所とみなすことが社会的経済的事情に照ら
して著しく不適切であり、当該特例需要場所を供給区域に含む一般送配電
事業者又は配電事業者の供給区域内の電気の使用者の利益を著しく阻害す
るおそれがあるものでないこと 
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東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

３．機械式駐車場への設置について 

37 ファム社HPより 

一社あんしん解体業者認定協会HPより 



東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

３．機械式駐車場への設置について 

38 ＩＨＩ運搬機械社HP／日成ビルド社ＨＰより 



東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

４．駐車場全台数充電器設置 と 電気代・設置コストの節減 
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ユビ電社の「Ｗｅｃｈａｒｇｅ」：デマンドコントロールを標準搭載 
・決められた電気供給容量に合わせて、ピークカットを実現 
・駐車場の全台数に充電器を設置しても、低圧引込とすることが可能（コストダウン） 



東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

４．駐車場全台数充電器設置 と 電気代・設置コストの節減 

40 

ＴＥＰＣＯの他台数対応普通充電器による 
「デマンドコントロール」（自動ピークカット） 
・非デマンドとの併用も可能 



東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

合意形成について 
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東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

１．合意形成  大まかな流れ 
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東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

２．合意形成  総会議案   普通決議か、特別決議か 

【普通決議】 
 ・電気自動車の充電設備を駐車場につける場合 
 ・充電設備事業者に、敷地を貸与する場合 
 ・予算案を変更する場合 
 ・駐車場使用細則を変更する場合 
 ・長期修繕計画の内容変更 
 ・充電設備に関する使用細則を新設する場合 
  

【特別決議】 
 ・植栽を駐車場にするなど、敷地・共用部分の用途を変更する場合 
 ・看板を設置するなど、景観が著しく悪化する場合 
 ・管理規約を改定する場合 
   ・電気代の徴収方法のルール策定 
   ・駐車場を外部に貸せるようにする場合 
   ・外部者も駐車場で充電できるようにする場合 
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東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

２．合意形成  総会議案 案 

第●号議案  電気自動車の充電設備の設置承認に関する件 
  ・充電設備を設置することについて承認を受けます。 
  ・無償設置の場合には、不動産使用貸借契約の締結を追記します。 

  

第●号議案  予算案（変更）承認の件 
  ・設置に費用がかかる場合には予算を変更します 
  ・外部に貸す場合には税務申告のため税理士費用や税金分を計上します 

 

第●号議案  管理規約・駐車場使用細則の改定 
  ・植栽を駐車場にする等、用途変更がある場合には規約改定をします 
  ・電気代の徴収方法について定額制や従量制にする際のルールを策定します 
  ・外部に貸す場合や、外部者も充電できるようにするには、管理規約・使用細則の改定をします 
  ・管理規約別表に、「電気自動車充電設備」を追記します。 
 

第●号議案  長期修繕計画改定 
  ・管理組合の資産とする場合、長期修繕計画の変更をします 
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東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

２．合意形成  総会議案書の提案理由 例 

①電気自動車を取り巻く環境 
 日本や近隣地域・社会における電気自動車の将来二一ズについては、二ュースでもご存じのとおり、行政が今後2035年ま
でにガソリン車新車販売の禁止をすることが発表され、東京都においては2050年のゼロエミッション宣言において、2030年
までの目標が定められました。 
 この目標に合致した自動車（ＺＥＶ）としては、ハイブリッド車、クリーンディーゼル車、電気自動車（ＥＶ）、プラグ
インハイブリッド車（ＰＨＥＶ）に分かれますが、国土交通省・経済産業省の試算では、様々な次世代自動車の二一ズを
2030年までに50～70%にする計画であり、そのうちＥＶ・ＰＨＥＶの割合は20～30%とする目標が立てられ、国を挙げて推
進されていくことが予想されます。（そのほかはクリーンディーゼルや燃料電池車、ハイブリッド車です〉 
 その推進のため、国や都の年度予算では、住宅・産業を含めEV・PHEVの充電設備を設置費用について、助成金額を例年
に比べて増額されるとのニュースがあり、設置を後押ししていることが顕著に窺えます。 
 

②東京都における、電気自動車等の将来性 
 都知事が発信した、東京の建物の屋根には太陽光パネルを設置義務化、というニュースがありました。これは、建築物環
境報告書制度と言って、一定の規模以上の新築建物には太陽光パネルを設置するという制度ですが、実は電気自動車等の充
電設備も設置する義務も含まれています。 
 つまり、５年後１０年後には、これから新築していくマンションには当たり前に電気自動車の充電設備が設置されていく
こととなり、充電設備のついていないマンションは社会的にみても「陳腐化」し、「古い」等のイメージがついて回ること
になっていくものと予想されます。 
 そして、東京都でも補助金が独自に設定され、６万基という充電設備を設置する目標が立てられています。 
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設置しない、という選択肢は、将来の資産価値の下落につながることを強調します 



東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

２．合意形成  提案理由（有償設置） 例 

③当マンションでの充電設備の設置について 
 
国・都には補助金はありますが、それでも管理組合としての支出が出てきます。 
従って、管理組合として新規に共用部分として充電設備を設置するため、株式会社●● に充電設備設置を依頼すること
としました。無償で設置するという提案をする業者もいるなか、当該提案事業者の財務体質によって充電設備や課金システ
ムを失うというリスク、１０年の長期契約では充電設備環境も著しく変わっていく可能性もあることからそれらに柔軟に対
応できるようにするため、管理組合として充電設備を所有することが望ましいと考えました。 
同社の提案によると、当マンションの電気容量から計算すると●台の充電設備が設置でき、●台の同時稼働が可能だとの
回答でしたので、別途提案書のとおり、●台を上限に設置することとしました。 

 
充電設備の運用については、運用に関しては、設置事業者のスマホアプリ等によって管理され、使用者や電気使用量のデ
ータは履歴として蓄積されます。 
なお、充電設備の所有権は管理組合に帰属するため、今後、長期修繕計画を改定し、メンテナンス・交換の計画を立案し
てまいります。 

 
運用については …（運用体制に応じて作文） 
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東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

２．合意形成  提案理由（無償設置） 例 

③当マンションでの充電設備の設置について 
 
国・都には補助金はありますが、それでも本来は管理組合としての支出が出てきます。 
しかし、充電設備はインフラであることを鑑みて初期投資として、設置業者負担で設置してシェアを拡大しようという方
針を持つ 株式会社●● より無償設置の提案を受け、これを設置することとしました。（正確には、充電設備は設置業者
の所有で、管理組合としては不動産使用貸借契約を締結することとなります。そして、契約上の１０年経過後には、管理組
合の所有物となります。） 
同社の提案によると、当マンションの電気容量から計算すると●台の充電設備が設置でき、●台の同時稼働が可能だとの
回答でしたので、別途提案書のとおり、●台を上限に設置することとしました。 

 
充電設備の運用については、運用に関しては、設置事業者のスマホアプリ等によって管理され、使用者や電気使用量のデ
ータは履歴として蓄積されます。 
なお、充電設備の所有権は株式会社●●に帰属するため、長期修繕計画上にも掲載されず、管理組合がその管理や修繕と
して負担する金銭はありません。とはいえ、いったん電気代は管理組合が立替え負担し、利用者から利用量に応じた費用が
業者に支払われ、年に●回に分けて電気代が振り込まれる流れとなります。 

 
運用については …（運用体制に応じて作文） 
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東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

２．合意形成  提案理由（将来性・防災対応） 例 

④電気自動車による災害対応力の増強の可能性 
 

電気自動車は、いわば大きな蓄電池です。 
戸建てでは、すでにV2Hという設備が整っており、この「大きな蓄電池」である電気自動車からの電気で、停
電したとしても家の設備に電気を送ることができ、生活が継続できます。 
マンションでも同様に、災害が発生して大規模停電時に、携帯電話やスマホへの充電、給水ポンプやエレベー
ター、廊下の電灯等に電気を供給して、災害時でもできるだけ平常時に近い生活が行えるようにすることで、
居住者の安心感は大きなものになると思われます。 
とはいえ、マンション内のすべての電力を賄うための必要電力は大きなものとなり、１台や２台で居住者全員
の日常生活に必要な電力をカバーすることも難しく、エレベータ等への高電流の負荷にはまだまだ技術の改善
が必要です。 

 

他方、電気自動車は居住者の私物ですので、これらの対策が具体化したあかつきには、電気自動車の所有者と
管理組合とで「協定」を締結し、電気自動車の使用できる電気のうち３割くらいを有償で分けてもらうことを
想定しています。このような活用方法が考えられるため、駐車場非使用者、電気自動車非使用者にとっても、
充電設備の設置は価値があるものと思われます。 
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駐車場を使用していない人にも、設置にご理解をいただきましょう 



東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

３．案文 例 （契約駐車場設置の場合） 
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東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

３．案文 例 （契約駐車場設置の場合） 
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東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

３．案文 例 （急速充電設備の場合） 
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東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

実際の設置例／仮想費用例 
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東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

１．設置工事モデルケース・概算費用 
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東京都環境局 電気自動車充電設備アドバイザー派遣業務 オンライン相談会 

駐車場条例におけるZEV用充電器の設置誘導について 
東京都都市整備局 

59 

急速充電器の場合、年間１００万円の電気代以
外のランニングコストは回収できません。 
集合住宅の場合、V２H充電器（放電装置）と
蓄電池を組み合わせて、災害時の非常電源とす

る方式をお勧めします 
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